
シェアハウスという言葉は建築基準法にはな

く、新たな用途に入れるには難しい部分があるか

もしれません。そもそも、シェアハウスそのもの

の定義が定まっていないからです。以前はゲスト

ハウスという呼び方もされており、また労務者な

どが寝泊りする簡易宿泊所（ベットハウス）もゲ

ストハウスという呼ばれ方をしていますが、旅館

業法が適用される宿泊施設です。そこで旅館業法

に適用されないよう｢シェアハウス｣とか｢ソーシャ

ルアパート｣などの呼び方で広まってきました。

アパートやマンションの一室や戸建住戸を複数

人で共同使用する形態を「ルームシェア」と呼び

ますが、この居住形態が東日本大震災後に若者を

中心に人気がでて拡大されてきました。さらに、

家族形態の変化で不要になった比較的大きな戸建

住宅の部屋を小割りにして「シェアハウス」とし

て有効利用する供給側のニーズと重なったため急

速に市場はさらなる拡大を見せてきました。

そうなると、借り手のいない賃貸ビルや倉庫、

競争力のなくなったビジネスホテルオーナーが

シェアハウスにコンバージョン（用途転換）を行

うケースが出現し、建築基準法に準拠した共同住

宅や寄宿舎ではなく、届出はせずにシェアルーム

とコモンスペースなどをつくって改装したいわゆ

る脱法シェアハウスが目立つようになりました。

そこで、国土交通省は2013年9月6日付の各都

道府県建築行政担当宛に、シェアハウス（通知で

は「貸しルーム」と呼んでいます）は、建築基準

法の「寄宿舎」に該当するので、違反物件の立入

調査等の実施を行い違反物件の是正指導を進める

よう通知を出しました。今回は特に「事業者が入

居者の募集を行い、自ら管理する････」という一

文が入っており図のような居住環境が劣悪な物件

を視野に入れています。

ここで寄宿舎

というあまり聞

きなれない言葉

が出てきました

建築基準法第

48条では、住

居系用途の建物

を、住宅、共同

住宅、寄宿舎、下宿という用途に分類しており、

寄宿舎は住宅（戸建住宅）と共同住宅の中間に位

置するような居住形態と思われがちですが、建築

基準法上では共同住宅に近い規制をうけます。

シェアハウスが建築基準法の共同住宅・寄宿

舎・下宿のどれにあてはまるのか、当てはまらな

いのかといえば、下宿が特殊建築物として当ては

まるのなら、シェアハウスが特殊建築物扱いとな

るのは当然ともいえることが分かると思います。

今回、国土交通省は技術的助言としてシェアハ

ウスは明確に寄宿舎扱いにするよう各都道府県に

通知していますが、寄宿舎扱いとなった場合の具

体的な基準は次のようになります。

①各部屋間の間仕切りを準耐火構造としなければ

なりません。

②各室の面積の合計が100㎡を越える階は、廊下

巾を1.2ｍまたは1.6ｍにしなければなりません。

③各室の面積の合計が100㎡を越える階は、2つ

以上の直通階段をつけなければなりません。

④東京都の場合は建築安全条例で窓先空地といっ

て、道路に面しない住室の前には床面積に応じて

1.5～4ｍの空地を設けなければなりません。ま

た、室面積は7㎡以上にしなくてはなりません。

このように、寄宿舎となると共同住宅とほぼ同

じような厳しい基準をクリアしなければならな

く、現実に一部を調査したところ、建築基準法等

に違反していないものは2％程度しかないという

事実が判明しました。

シェアハウスには、戸建住宅を転用した程度の

もから数百戸というものまでさまざまな規模が実

際に供給されています。

5ＬＤＫの戸建住宅に親子と4人の子供が住ん

でいる場合は問題なく住宅ですが、シェアハウス

として4人の下宿人を住まわせたり、他人の5人

を住まわせると、安全性を加味した寄宿舎として

耐火構造の防火壁が必要という基準に無理がある

ように感じます。

現代社会おいてシェアハウスを不要施設とする

のか必要施設とするのかにより、今後の基準の見

直しを考える必要があるでしょう。  

また同時に、建築基準法で記載されている「下

宿」ということばの見直しも必要と思われます。 
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